研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青南病院　看護Ｇ　　　職　種　AOM　　　　氏　名　佐々木　健之

	期　　間　　平成23年11月24.25日　　（2日間）

	出張目的　　日本精神科病院協会　学術教育研修会　看護部門

	出 張 先　　東京ベイ幕張ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜全体考察＞

　　年々、精神科看護を取り巻く社会情勢は変化し、必要性は高まり、同時に質の向上を求められてい

る。過去においては「看護人」と呼ばれ、「監視」していた時代もあったが、現在においてはそれこ

そ「看護」を質良く提供する事が求められている。今回の学会ではそれらの変化やこれらからの精神

科看護にむけて役立てるべく内容が多々あった。

　昨今の精神科医療は、入院から在宅へ、入院加療においても統合失調症モデルの変革があげられて

いる。我々看護師はチーム医療の基に、いかに早期治療、早期退院、社会復帰を行うかが重点的な課

題である。当院においても、精神科看護の実質的な部分はまだ十分ではないと思うが、それは個々の

能力如何ということだけでなく、部門全体のシステムを見直すことも求められていると考える。

＜プログラム＞

１、精神科医療の展望　講演者　　　　　　　　　　日本精神科病院協会　会長　山崎學

1 精神保健福祉の動向

・精神に係る入院患者数は年々減少傾向にあり、外来患者数は増加傾向にある

2 精神病床入院患者の疾病別内訳

· 統合失調症、統合失調症型障害及び身体表現性障害は減少傾向にある

· アルツハイマー病、血管性及び詳細不明の認知症は増加傾向にある

· 精神作用物質による精神及び行動の障害、精神遅滞は減少傾向ｲにある

3 精神疾患外来患者の疾病別内訳

・躁うつ病などの気分障害やアルツハイマーが増加

4 新入院患者の残存曲線

・H11→H17で残存率は少し下がった。

5 精神疾患による推計入院患者数

・入院期間は短縮傾向にある

6 精神病床入院患者の年齢分布

· いわゆる団塊世代の年代が増えてきている。（入院患者の高齢化）

２、精神障害者の地域移行

1 精神病床患者の入院状況

・65歳以上の患者が増えている。

2 精神保健福祉の改革ビジョン

· 入院医療中心から地域生活中心へ

· 10年間の基本方策

A・国民意識の改革

B・精神医療体系の再編

C・地域生活支援体系の再編

D・精神保健福祉施策の基盤強化

3 10年後における受入条件が整えば退院可能な者（7万人）の解消

4 新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム

· アウトリーチ支援

· 認知症と精神医療

→１、医療機関を受診する認知症患者は急速に増加傾向

　２、認知症の入院患者の７．５万人のうち、精神病床に入院する患者は約7割を占める

　３、7割近くが身体合併症を有している

　４、居住先や支援が整えば近い将来には退院が可能とした患者は約5割

　５、認知症患者の精神症状などでほぼ毎日のものは「意志の疎通困難」約4割、「徘徊」3割、「大声」約2割である。

　６、認知所患者のADLは身体能力としてできる筈のADLに比べ、抵抗などを踏まえた実際のADLはいずれの項目でも困難度は増加

→精神科医療の役割の

· 保護者制度と精神医療の役割の明確化

→・地域で支えるための精神科医療

　・地域全体の支援機能

　・BPSDを有する患者への精神科医療

· 身体合併症を有している認知症患者への入院医療

・保護者制度

３、認知症

1 認知症外来患者数は年々増加している

2 精神科病棟種類別の包括されている診療内容

→今後見直しが必要！特に薬剤関係！

3 認知症への対応

· 認知症治療病棟入院料

· 認知症専門診断管理料

· 認知症患者地域連携加算

４、自殺対策

1 わが国の自殺死亡の推移

→近年増加

2 各年齢層における自殺の割合

→20代、30代の死因における自殺の割合は極めて高い

3 自殺の背景としての精神疾患

→精神障害あり　75%　→うち、うつ病46%　→うち、4人に3人は医療機関で治療を受けていない

５、医療観察法

1 医療観察法における入院処遇の間は精神保健福祉法（入院に関する部分）は適用されない

2 通院処遇においては医療観察法でも精神保健福祉法でも適用される

3 医療観察法による処遇の終了後も精神保健福祉法による援助は継続される

２、日本および世界の精神科医療・看護　　　　千葉大学大学院　教授　岩崎　弥生

　～リカバリー志向の看護の可能性に関する一考察～

　　地域基盤のケアを提供する際、障害者の「症状」や「問題」を改善し障害者の「欠陥」を補うといった援助者主導の従来の「医療モデル」では限界があり、当事者である障害者が主役となる必要がある。当事者を主体とした援助を提供するには、当事者の立場から地域生活を見直すと共に、当時者の問題や欠陥ではなく当事者の力量を生かした援助が必要となる。

　　

３、つなごう未来へ　精神科看護の魅力

シンポジスト①「臨床経験、リスクマネジメント、看護管理の経験を通して」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　東海大学健康科学部看護学科　准教授　天賀谷　隆

・「看護師」の今後の裁量と役割拡大について

１、専門看護師と高度実践看護師の裁量の幅の拡大と有用性

· 専門看護師は医師以外の職種からの相談も多く受けている

· 専門看護師の関与によって精神症状指標の改善が見られる

２、看護師の役割拡大

＊在宅療養における看護の役割拡大

· 訪問看護の指示書を発行できることは療養者の利益になる（長期にわたる観察と関わり）

· 訪問看護の必要性は医師、看護師等どちらも行う事ができるようにするべきである

＊精神科領域における看護師の役割拡大

· 身体拘束の解除の是非を判断できれば、長期的な身体拘束を予防する事ができる

シンポジスト②「行動制限最小化認定看護師として」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　浅井病院　看護師長　千葉　章弘

１、病院機能向上ミーティングについて

　　浅井病院では機能向上ミーティングを実施している。グループの主要メンバーが短時間のミーティングの中で病院の空床状況、入退院、転棟などの予定のほか、対応困難事例などの報告もなされその場で検討される（15分程度）このミーティングを行うことでグループの1日の流れや動きを確認する事ができ、スムーズに動く事ができる。

２、行動制限基準の抜本的改正の必要性

· 入院患者の高齢化、身体合併症の増加等により精神科病床の患者層は変化している。

· 変化に即した行動制限基準の見直しが必要である。

· 慢性状態、高齢者、身体合併症を持つ患者を対象とする行動制限では、看護の役割拡大がなければ人としての尊厳を守る安全、安心の医療は実現できない。

シンポジスト②「退院調整看護師として」退院調整認定看護師として

　　・精神科退院調整認定看護師の役割

　　　疾病と障害を併せ持つ精神障害者が、地域の中で生活者として生きていくための方策をともに考える幅広い支援の役割がある

　　・退院調整に関する実践のほか相談、教育を行う

　　・地域に患者さんが戻るための促進

1 関係性の促進

2 問題解決の促進

3 情報と資源のネットワーク化促進

4 退院調整技術向上の促進

４、「地域精神医療」―調子地区でのこころみ－

　　講演者：社団法人　日本精神科病院協会　名誉会長　仙波　恒雄

・今後の地域精神医療のとるべき方向

　　国の精神医療福祉施策の方向は、「入院医療体制から地域精神医療の方向」であり、特に精神病床数は削減の方向を示している。この中でわれわれもできれば削減の方向で行きたい気持ちがある。今後の地域精神医療は外来医療の充実とともに、訪問看護、訪問指導、地域の医療福祉施設の充実によりできうる限り精神障害者が地域生活を維持しながら治療を受ける事が求められている。

　　現在、千葉大学では新しい治療法の研究を始めている。訪問看護と再発チェックシステムとして10項目の質問を定期的に行い再発兆候出現の項目をいち早く発見して、管理者に報告、同時に投与指示されていた内服薬を服薬してもらい早い段階で受診するというものである。（サイパース・イタレプス）

５、病院と地域をつなぐ看護～アウトリーチチームにおける看護の役割～

　　　講演者：聖路加大学教授　萱間真美　

　・アウトリーチにおけるケアとは

　　「待っていないで」→「出かけていく」

　・精神科訪問看護の効果

　　→明らかに入院日数の減少となっている。

　・多職種連携の基本

1、 他の部門や同僚の批判はしない

2、 自分の領域、他者の領域をわきまえる

3、 職種ごとの考え方の癖をしる

4、 ①信頼関係は重要

②好ましい関係はモチベーションを高める

③専門用語を使わず相手の使う言葉を使う

④非論理的であっても、相手の物の見方が現実

⑤他の施設を批判しない

⑥自分の領域、他者の領域をわきまえる

⑦相手の立場に立ち、相手の利益を理解する

⑧いつ、誰に、何を、いかに伝えるか

　・アウトリーチ支援の類型

1、 未治療型･･･①本人の求めによらないが、家族・近隣等の求助が存在

　　　　　　　②行政や医療、福祉の援助が必要な状況

　　　　　　　③医師・保健師・看護師・准看護師・作業療法士・精神保健福祉士・心理技術者などがその居宅へ訪問して援助を行う

2、 受療中断型･･･①医療を利用した事があるが、新たに生じた問題・問題状況の悪化などに　　　　　　　

より、地域生活を継続できない可能性が高い

　　　　　　　　②行政や医療・福祉の援助が居宅において必要な上京

　　　　　　　　③医師・保健師・看護師・准看護師・作業療法士・精神保健福祉士・心理技術者などがその居宅へ訪問して援助を行う
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